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はじめに

近年、職業訓練では受講者が習得した職業能力を客観的に評価し、その評価結果を訓練

内容および指導方法の改善や就職支援などへ反映させる仕組みの構築が重要視されている。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下、「機構」という。）では、離職者

訓練（施設内訓練）（以下、「訓練」という。）において、技術革新などに伴う人材ニーズの

変化に対応するため、訓練科やカリキュラムモデルの見直しが逐次図られている。しかし

ながら、この見直しだけでは、訓練の品質担保ができ難い。さらに、訓練で習得した職業

能力を客観的かつ公正に評価・証明することも難しい。そこで、職業能力開発総合大学校

基盤整備センター（以下、「センター」という。）では、訓練における職業能力を評価する

仕組みとして、平成１９年度から２１年度において「離職者訓練における職業能力評価の

あり方に関する調査研究」がなされ 1）、訓練課題を活用した職業能力評価（習得度測定）

の仕組みが手引きにまとめられた 2）。さらに、平成２４年度からジョブ・カードを活用し

た習得度測定の実施に伴い、「離職者訓練における受講者の習得度測定の手引き」として、

訓練課題を活用した職業能力評価の仕組みが改定された 3）。現在は、この手引きに基づき

習得度測定が実施されており、受講者が訓練で習得した職業能力を客観的かつ公正に評

価・証明することを目的としておこなわれている。

本調査研究は、これらの手引きを基に、平成２２年度から５カ年計画で、機構の職業訓

練指導員（以下、「指導員」という。）を委員とする作業部会を設置・運営し、カリキュラ

ムモデルに合致した習得度測定が可能な訓練課題の開発およびメンテナンスを実施してい

る。また、この訓練課題の整備は、「雇用・能力開発機構が実施する教育訓練サービスに関

するガイドライン（機構版教育訓練ガイドライン）」に基づくＰＤＣＡサイクルによる品質

管理を推進しており 4）、機構における訓練品質の維持・向上に努めている 5)。

本資料は、これまでの訓練課題の整備状況と活用率を向上させるための訓練課題の見え

る化の取り組みについて報告する。第１章では訓練課題の構成と整備状況を説明し、第２

章では活用状況と活用率向上への取り組みについて説明する。第３章では本調査研究の成

果物である今年度新規に開発した訓練課題を中心に紹介し、第４章では作業部会などの経

過報告をおこなう。また、概要では要約版を掲載している。

最後に本調査研究にご尽力頂いた委員および、各種調査にご協力頂いた関係各位に厚く

お礼申し上げる。

２０１４年３月

職業能力開発総合大学校基盤整備センター

所長 徳留 光明
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離職者訓練用訓練課題の開発及びメンテナンスに関する調査研究

‐要約版‐

Research on development and maintenance of the training exercises 
for persons who have lost their jobs. 

 

１． はじめに

近年、職業訓練では、受講者が習得した職業能力

を客観的に評価し、その評価結果を訓練内容および

指導方法の改善や就職支援などへ反映させる仕組み

の構築が重要視されている。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以

下、「機構」という。）では、離職者訓練（施設内訓

練）（以下、「訓練」という。）において、技術革新な

どに伴う人材ニーズの変化に対応するため、訓練科

やカリキュラムモデルの見直しが逐次図られている。

しかしながら、この見直しだけでは、訓練の品質担

保ができ難い。さらに、訓練で習得した職業能力を

客観的かつ公正に評価・証明することも難しい。そ

こで、職業能力開発総合大学校基盤整備センター（以

下、「センター」という。）では、訓練における職業

能力を評価する仕組みとして、平成１９年度から２

１年度において「離職者訓練における職業能力評価

のあり方に関する調査研究」がなされ）、訓練課題を

活用した職業能力評価（習得度測定）の仕組みが手

引きにまとめられた）。

本調査研究は、この手引きを基に、平成２２年度

から５カ年計画で、機構の職業訓練指導員（以下、「指

導員」という。）を委員とする作業部会を設置・運営

し、カリキュラムモデルに合致した習得度測定が可

能な訓練課題の開発およびメンテナンスを実施して

いる。今回は、これまでの訓練課題の整備状況と訓

練課題の活用率を向上させるための訓練課題の見え

る化の取り組みについて報告する。

２． 機構における離職者訓練

機構における訓練は、概ね２カ月から 年未満（標

準６カ月間）で実施される短期課程の普通職業訓練

である。受講生が習得すべき技能をユニットという

訓練単位とし、このユニットを１つの職務に関係深

いもの同士組み合わせた訓練単位をシステムと呼ぶ。

そして、そのシステムのまとまりを１つの訓練科と

してシステム・ユニット訓練が実施されている。

図１にシステム・ユニット訓練の構成を示す。１

つのシステムは実学一体訓練を中心とした６つのユ

ニットで構成され、各ユニットには到達水準が設定

されている。さらに、３つのシステム毎に１つの仕

上がり像が設定されている。この訓練の特徴は、地

域ニーズや生産現場の技能・技術などの変化に応じ

てユニットを変更でき、弾力的かつ即応的なカリキ

ュラムが構成できる。また、ユニット毎・システム

毎に目標を設定することで、受講生は到達度合いを

確認しながら訓練に取り組むことができる ）。さら

に、この訓練は、「雇用・能力開発機構が実施する教

育訓練サービスに関するガイドライン（機構版教育

訓練ガイドライン）」に基づき、ＰＤＣＡサイクルに

よる品質管理を推進しており、習得度測定に活用さ

れる訓練課題の整備も訓練品質の維持・向上のツー

ルの１つである ）。

 

システム①

システム②

システム③

仕上がり像

（訓練到達目標）
１０８ （１８日間）

ユニット（到達水準）
１８H（３日間）

ユニット ユニット ユニット
ユニット ユニット

ユニット（到達水準）
１８H（３日間）

ユニット ユニット ユニット
ユニット ユニット

ユニット（到達水準）
１８H（３日間）

ユニット ユニット ユニット
ユニット ユニット

（訓練到達目標）
１０８ （１８日間）

（訓練到達目標）
１０８ （１８日間）

 
図 1 システム・ユニット訓練の構成 

３． 職業能力評価（習得度測定）

機構の訓練における受講者の職業能力評価は、平

成２４年度からジョブ・カードを活用した習得度測

定の実施に伴い、「離職者訓練における受講者の習

得度測定の手引き」として、訓練課題を活用した職

業能力評価の仕組みが改定された ）。現在は、この

手引きに基づき習得度測定が実施されており、受講

概要
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者が訓練で習得した職業能力を客観的かつ公正に評

価・証明することを目的としておこなわれている。

図２に習得度測定の実施の流れを示す。実施は、

「受講者による訓練到達目標に対する習得度の自己

確認」と、「指導員による訓練課題を通じた習得度

の評価」の２通りの手法でおこなわれている。本調

査研究で開発された訓練課題は、後者の評価に活用

できるよう整備が進められている。

 

図２ 習得度測定の実施の流れ

３．１ 受講者による訓練到達目標に対する習得

度の自己確認

指導員は、「習得度確認シート」を作成し（図２の

①）、訓練開始前や指導上適切と判断される訓練の区

切りにおいて、受講者に訓練到達目標に対する習得

状況を自己確認してもらう（図２の②）。そして、そ

の結果を１つの仕上がり像の終了時などに指導員が

集計・分析することで（図２の③）、受講者の訓練到

達目標に対する習得度の傾向を把握するとともに、

習得意欲を向上させ、訓練効果を高めることができ

る。さらに、ＰＤＣＡサイクルを活用した訓練内容

および指導方法の改善もおこなわれている。

３．２ 指導員による訓練課題を通じた習得度の

評価

指導員は、「評価シート（ジョブ・カード様式４

２）」を準備し（図２の④）、訓練の途中段階および

最終的な訓練到達目標に対して、受講者の習得技能

などが、どの程度到達したかを客観的に評価できる

「訓練課題確認シート」を作成する（図２の⑤）。そ

して、当該課題を少なくとも月１回以上実施し（図

２の⑥）、「訓練課題確認シート」による評価および

分析をおこなう（図２の⑦）。その評価結果から習得

状況の把握などに加えて、「評価シート」を活用した

キャリア・コンサルティングを実施し（図２の⑧）、

訓練で習得した職業能力を踏まえた具体的な就職活

動の方向性や希望する業種、職種の明確化などの支

援もおこなわれている。

４．訓練課題の構成と整備状況

訓練課題は、システム毎または、基本システムに

おける訓練過程の形成的な評価をおこなう評価課題

と１つの仕上がり像毎の総括的な評価をおこなう総

合課題がある。これらの訓練課題は、実技で評価す

る課題（以下、「実技課題」という。）を基本として

いるが、実習機材の台数や指導体制の都合により安

全が十分に確保できないなどの場合においては、筆

記による実技能力を問う課題（以下、「筆記課題」と

いう。）を活用している。

表１に実技および筆記の課題構成を示す。実技課

題は、受講者が履修した訓練科目における技能など

の習得内容を総括し、受講者の最終目的である就職

に直結した仕事の内容を想定して設定されている。

構成としては、訓練課題だけではなく、訓練効果を

客観的に評価するために、「訓練課題実施要領」、「評

価要領」や「訓練課題確認シート」など実施に係る

留意事項や評価基準についての詳細資料も作成され

ている。さらに、「作業工程計画書」では、技能など

の習得状況を把握するだけではなく、課題に取り組

む計画性、作業の手順や留意事項の把握状況、安全

衛生に対する理解度などを評価できる資料も作成さ

れている。筆記課題の構成は、「訓練課題」のほかに、

特段の留意事項がある場合のみ「訓練課題実施要領」

が作成されている。

表１ 実技および筆記の課題構成

番号 資料名 概要

1
訓練課題実施
要領

実施に関する準備や留意
事項

2 実技課題
習得度測定が可能な実技
課題

3 解答 訓練課題の解答及び解説

4
作業工程計画
書

作業の手順や留意事項や
安全衛生に対する理解度
の評価シート

5
訓練課題確認
シート

訓練課題のねらいや評価
判定

6 評価要領 評価判定基準の詳細

1
訓練課題実施
要領

実施に関する準備や留意
事項

2 筆記課題
習得度測定が可能な筆記
課題

3 解答 訓練課題の解答及び解説

実技課題

筆記課題
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表２に平成２５年度までの訓練課題の整備状況を

示す。開発された訓練課題は、機械系、電気・電子

系、居住系の３系あわせて１２２課題である。また、

メンテナンスされた課題は、延べ数で１７０課題で

ある。作業部会では、平成２４年度に策定された計

画に基づき、カリキュラムモデルが改編された居住

系住宅分野４科（住宅施工技術科、住宅リフォーム

技術科、住宅診断サービス科、住環境計画科）の訓

練課題の整備を中心に進め、実技課題を１課題、筆

記課題を２課題の開発をおこなった。この開発では、

機構における訓練を実施している施設に施設独自訓

練課題の提供の協力依頼をおこない、提供された資

料を参考にした。さらに、電気・電子系においては、

近年需要が望まれている太陽光パネル技術に関する

筆記課題の整備を新たに実施した。また、メンテナ

ンスでは、同様の施設を対象に「訓練課題に関する

アンケート調査」を実施し、訓練課題に対する修正

や要望などを反映させて訓練課題の品質担保に努め

ている。 
 
表２ 訓練課題の整備状況（平成２５年度） 

 
 

表３ 訓練課題整備に関する基本的な考え方

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３に訓練課題整備に関する基本的な考え方を示

す。この表は、訓練課題の整備状況を数値的に明確

化するために考案した。１つの仕上がり像に対して

システム①、システム②、システム③の訓練課題が

すべて整備されている場合とシステム①、システム

②の訓練課題が整備されている場合を「整備済」と

している。また、それ以外を「未整備」としている。

さらに、今後より効率的な訓練課題の整備を実施す

るために、優先度を設定した。仕上がり像が実施さ

れている施設数を５施設以上と５施設未満と分け、

優先度を１から４段階で設定している。この考え方

に基づくと、平成２５年度における全系訓練科の仕

上がり像に対する訓練課題の整備率は、約７０％（平

成２４年度は６０％）である。また、仕上がり像が

実施されている施設数が５施設以上では、約８７％

であり、高い整備率となっている。

５．活用状況と訓練課題の見える化

これまで整備された訓練課題における活用状況の

把握と活用率向上へ向けた取り組みをおこなった。

活用状況は、訓練課題を活用している施設数と活用

されている訓練課題数の調査を実施した。「訓練課題

に関するアンケート調査」の結果から、訓練が実施

されている６７施設（デュアル訓練を除く）中４９

施設が訓練課題を活用しており、その活用率は、約

７３％であった。また、各系の活用されている訓練

課題は、機械系が３７課題で活用率１００％、電気・

電子系が４７課題で活用率約９２％、居住系が２７

課題で約９０％であった。このことから現在整備さ

れている訓練課題が比較的活用されている状況であ

ることがわかった。

一方で、これまで訓練課題に関する詳細な情報は、

訓練課題の番号・名称・概要などが記載されている

「訓練課題名一覧」、訓練課題の付属資料の種類とデ

ータファイル名が記載されている「訓練課題付属資

料一覧」、訓練課題が何科のどの仕上がり像・システ

ムに対応しているのかが記載されている「仕上がり

像別訓練課題対応表」など複数の資料を照らし合わ

せてみる必要があった。そのため、資料が多くわか

り難い。また、そのことで訓練課題を活用していな

いとの意見も見受けられた。そこで、訓練課題の活

用率の向上に向けた取り組みとして、訓練課題の見

える化を提案した。

図３に訓練課題の見える化として考案したキャラ

クターシートの例を示す。キャラクターシートとは、

例えば病院の個人カルテのように訓練課題毎に１枚

 
開発 メンテ

ナンス
開発 メンテ

ナンス

実技 0 7 21 20
筆記 0 11 16 22
計 0 18 37 42

実技 0 11 24 32
筆記 1 15 28 35
計 1 26 52 67

実技 1 7 17 35
筆記 2 2 16 26
計 3 9 33 61

実技 1 25 62 87
筆記 3 28 60 83

計 4 53 122 170

系別合計

年度別合計

　　　　年度
系・種別

機械

電気・電子系

居住

H25

 システム① システム② システム③

例）

第一システム評価課題

例）

第二システム評価課題

例）

第三システム評価課題

基本システム評価課題 総合課題

済

　　　　　　　訓練実施時期

訓練課題整備状況

整
備

済

１つの仕上がり像に対
し、システム①、シス
テム②、システム③の
課題がある 済 済

未
整

備

１つの仕上がり像に対
し、システム①もしく
はシステム②の課題だ
け、または課題が無い
（実施施設数5施設以
上）

１つの仕上がり像に対
し、システム①もしく
はシステム②の課題だ
け、または課題が無い
（実施施設数5施設未
満）

済

１つの仕上がり像に対
し、システム①、シス
テム②の課題がある

済

優先度1

優先度3

優
先
度
2

優先度4

 

者が訓練で習得した職業能力を客観的かつ公正に評

価・証明することを目的としておこなわれている。

図２に習得度測定の実施の流れを示す。実施は、

「受講者による訓練到達目標に対する習得度の自己

確認」と、「指導員による訓練課題を通じた習得度

の評価」の２通りの手法でおこなわれている。本調

査研究で開発された訓練課題は、後者の評価に活用

できるよう整備が進められている。

 

図２ 習得度測定の実施の流れ

３．１ 受講者による訓練到達目標に対する習得

度の自己確認

指導員は、「習得度確認シート」を作成し（図２の

①）、訓練開始前や指導上適切と判断される訓練の区

切りにおいて、受講者に訓練到達目標に対する習得

状況を自己確認してもらう（図２の②）。そして、そ

の結果を１つの仕上がり像の終了時などに指導員が

集計・分析することで（図２の③）、受講者の訓練到

達目標に対する習得度の傾向を把握するとともに、

習得意欲を向上させ、訓練効果を高めることができ

る。さらに、ＰＤＣＡサイクルを活用した訓練内容

および指導方法の改善もおこなわれている。

３．２ 指導員による訓練課題を通じた習得度の

評価

指導員は、「評価シート（ジョブ・カード様式４

２）」を準備し（図２の④）、訓練の途中段階および

最終的な訓練到達目標に対して、受講者の習得技能

などが、どの程度到達したかを客観的に評価できる

「訓練課題確認シート」を作成する（図２の⑤）。そ

して、当該課題を少なくとも月１回以上実施し（図

２の⑥）、「訓練課題確認シート」による評価および

分析をおこなう（図２の⑦）。その評価結果から習得

状況の把握などに加えて、「評価シート」を活用した

キャリア・コンサルティングを実施し（図２の⑧）、

訓練で習得した職業能力を踏まえた具体的な就職活

動の方向性や希望する業種、職種の明確化などの支

援もおこなわれている。

４．訓練課題の構成と整備状況

訓練課題は、システム毎または、基本システムに

おける訓練過程の形成的な評価をおこなう評価課題

と１つの仕上がり像毎の総括的な評価をおこなう総

合課題がある。これらの訓練課題は、実技で評価す

る課題（以下、「実技課題」という。）を基本として

いるが、実習機材の台数や指導体制の都合により安

全が十分に確保できないなどの場合においては、筆

記による実技能力を問う課題（以下、「筆記課題」と

いう。）を活用している。

表１に実技および筆記の課題構成を示す。実技課

題は、受講者が履修した訓練科目における技能など

の習得内容を総括し、受講者の最終目的である就職

に直結した仕事の内容を想定して設定されている。

構成としては、訓練課題だけではなく、訓練効果を

客観的に評価するために、「訓練課題実施要領」、「評

価要領」や「訓練課題確認シート」など実施に係る

留意事項や評価基準についての詳細資料も作成され

ている。さらに、「作業工程計画書」では、技能など

の習得状況を把握するだけではなく、課題に取り組

む計画性、作業の手順や留意事項の把握状況、安全

衛生に対する理解度などを評価できる資料も作成さ

れている。筆記課題の構成は、「訓練課題」のほかに、

特段の留意事項がある場合のみ「訓練課題実施要領」

が作成されている。

表１ 実技および筆記の課題構成

番号 資料名 概要

1
訓練課題実施
要領

実施に関する準備や留意
事項

2 実技課題
習得度測定が可能な実技
課題

3 解答 訓練課題の解答及び解説

4
作業工程計画
書

作業の手順や留意事項や
安全衛生に対する理解度
の評価シート

5
訓練課題確認
シート

訓練課題のねらいや評価
判定

6 評価要領 評価判定基準の詳細

1
訓練課題実施
要領

実施に関する準備や留意
事項

2 筆記課題
習得度測定が可能な筆記
課題

3 解答 訓練課題の解答及び解説

実技課題

筆記課題
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のシートで詳細情報が確認できるようにまとめたも

のである。このシートは、大きく３つの情報が記載

されている。１つは、訓練課題の番号・種別・概要

や取組み時間・付属資料情報や習得できる内容など

が記載されている基本情報、もうひとつは、どの訓

練科のシステムに対応した訓練課題なのかが記載さ

れている。さらに、この訓練課題を検索する際に必

要となるキーワードなどが記載されている。このシ

ートをこれまで開発された１２２課題すべての整備

をおこなうことで、これまでの複数の資料を照らし

合わせてみる必要がなくなり、訓練課題の活用率の

向上につながることが期待される。また、これまで

訓練課題の情報提供として、各施設に配布していた

訓練課題集のスリム化も同時におこない、併せて経

費削減が期待される。

図３ キャラクターシートの一例

６．成果物の普及活動

本調査研究における平成２４年度の成果物は、セ

ンター発行の資料シリーズ「訓練課題集」を４冊発

刊している（機械系、電気・電子系、居住系（住宅

分野とビル分野）））。また、整備された訓練課題の

電子データについては、センターが管理および運営

している「職業能力開発ステーションサポートシス

テ ム （ Ｔ Ｅ Ｔ Ｒ Ａ Ｓ ／ テ ト ラ ス ）」

（

）の ページにて、情報公開をしており、無償で

ダウンロードが可能である。さらに、学会および研

究会で発表をおこない、研究調査結果の報告や普及

活動もあわせておこなっている。

７．まとめ

センターでおこなわれている離職者訓練用訓練課

題に関する調査研究報告として、これまでの訓練課

題の整備状況と訓練課題の活用率を向上させるため

の訓練課題の見える化の取り組みについて紹介した。

今後は、平成２５年度にカリキュラムモデルの見直

しが実施されているため、その改編に対応した訓練

課題の開発およびメンテナンスを引き続き実施する。

さらに優先度１である工場管理技術科仕上がり像Ａ、

Ｂ、Ｃと生産システム技術科仕上がり像Ｃ、ビル設

備サービス科仕上がり像Ｂ、Ｅを中心に開発をおこ

なう予定である。また、訓練課題の活用状況調査に

ついても引き続き実施し、更なる活用率向上の取り

組みをおこなう。また、平成２６年度は、本調査研

究の最終年度となるため、５カ年の取り組みをまと

め、今後の訓練課題のあり方についてもヒアリング

調査や指導員委員および有識者の意見を参考にまと

めて報告する予定である。
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